
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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代表者          （役職名） 代表取締役社長 （氏名）小池 利和 
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  123,244  26.0  13,283  108.8  13,226  62.9  8,741  157.2

22年３月期第１四半期  97,816  △22.4  6,362  △30.9  8,118  △15.6  3,398  △47.5

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  32  66  32  62

22年３月期第１四半期  12  70  12  69

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  353,704  208,447  58.6  774  72

22年３月期  365,990  213,531  58.0  792  95

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 207,334百万円 22年３月期 212,221百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期 ― ― 8 00 ― ― 10 00  18  00

23年３月期 ― ― 

23年３月期（予想） 10 00 ― ― 10 00  20  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  248,000  24.4  16,500  65.7  17,500  30.7  10,500  113.4  39  23

通期  488,000  9.4  27,500  3.2  27,500  △7.3  18,500  △5.8  69  13



４．その他（詳細は、【添付資料】P．4「２．その他の情報」をご参照ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

(※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示)  

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了しておりません。 

  

(※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項) 

 本資料に掲載されている情報のうち歴史的事実以外のものは、発表時点で入手可能な情報に基づく当社の経営陣の

判断による将来の業績見通しであり、経済動向、為替レート、市場需要、税制や諸制度等に関するさまざまなリスク

や不確実要素を含んでおります。実際の業績は、これらの見通しとは異なる結果がありうることをご承知おきくださ

い。 

 業績予想に関しては、【添付資料】P．3「１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報(３)連結業績予想に関す

る定性的情報」をご参照ください。  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 277,535,866株 22年３月期 277,535,866株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 9,910,368株 22年３月期 9,901,661株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 267,629,399株 22年３月期１Ｑ 267,646,523株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

１．当第１四半期の業績全般の概況 

 当第１四半期における経済環境は、中国など新興国経済は好調に推移したものの、欧州の債務問題に起因する金融

市場の混乱により円高が急激に進行するなど、当社グループを取り巻く経営環境は、先行き不透明のまま推移いたし

ました。 

 このような状況の中、当社グループの連結業績は、円高による為替のマイナス影響があるものの、産業機器が市場

の急回復を受けて大幅に増収となったことや、通信・プリンティング機器が堅調に推移したことなどにより、売上高

は前年同期比26.0％増の1,232億4千4百万円となりました。営業利益は、為替のマイナス影響があるものの、売上の

大幅な増加に伴い、前年同期比108.8％増の132億8千3百万円となりました。経常利益は、主に営業外の為替予約によ

る差益が減少したものの、前年同期比62.9％増の132億2千6百万円となりました。当四半期純利益は、税効果会計の

影響で法人税等が減少したことなどにより、前年同期比157.2％増の87億4千1百万円となりました。 

＊当第１四半期における平均為替レート（連結）は次の通りです。 

 米ドル ：  91.73円   ユーロ ： 117.35円 

＊前第１四半期における平均為替レート（連結）は次の通りです。 

 米ドル ：  97.13円   ユーロ ： 132.55円 

２．当第１四半期の主なセグメント別の状況 

１）プリンティング・アンド・ソリューションズ事業 

売上高  848億5千4百万円（前年同期比＋7.0％） 

●通信・プリンティング機器 759億2千万円（前年同期比＋7.0％） 

 為替のマイナス影響があるものの、主に米州・アジア他で堅調に推移し、全体では増収となりました。 

●電子文具 89億3千4百万円（前年同期比＋6.9％） 

 為替のマイナス影響があるものの、主に欧米で売上が増加したことにより、全体では増収となりました。 

営業利益 116億円（前年同期比＋60.4％） 

 為替のマイナス影響があるものの、主に通信・プリンティング機器の売上増により、増益となりました。 

２）パーソナル・アンド・ホーム事業 

売上高 65億1千3百万円（前年同期比＋18.9％） 

 為替のマイナス影響があるものの、主に米州で売上が増加したことにより、全体では増収となりました。 

営業利益 4億5千5百万円（前年同期 営業損失 1億4千5百万円） 

 売上の増加に伴って増益となり、黒字に転換いたしました。 

３）マシナリー・アンド・ソリューション事業 

売上高 156億4千9百万円（前年同期比＋225.9％） 

●工業用ミシン 50億5千6百万円（前年同期比＋51.3％） 

 縫製産業における設備投資需要の回復に伴い、主に中国向けで好調に推移し、増収となりました。 

●産業機器 105億9千3百万円（前年同期比＋625.0％） 

 市場が前年同期と比べて大きく回復したことにより、大幅な増収となりました。 

営業利益 16億6千2百万円（前年同期 営業損失 9億1千8百万円） 

 売上の増加に伴って大幅な増益となり、黒字に転換いたしました。 

４）ネットワーク・アンド・コンテンツ事業 

売上高 133億2千5百万円（前年同期比＋160.0％） 

 株式会社BMBの株式譲受による通信カラオケ事業の売上が増加したことなどにより、増収となりました。 

営業損失 6億7千8百万円（前年同期 営業利益 3千7百万円） 

 売上の増加による効果があるものの、のれん償却額や統合に伴う費用の発生などにより、減益となりました。 

※平成22年４月１日より事業セグメントを変更いたしましたので、前年同期比については平成22年３月期第１四半

期を、新しい事業セグメントに組み換えた数値と比較しております。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



 （２）連結財政状態に関する定性的情報 

総資産は、受取手形及び売掛金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ122億8千6百万円減少し、3,537億4百

万円となりました。 

負債は、短期借入金が増加したものの、各種引当金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ72億2百万円減少

し、1,452億5千7百万円となりました。 

純資産は、利益剰余金が増加しましたが、為替換算調整勘定やその他有価証券評価差額金の減少により、前連結会

計年度末に比べ50億8千3百万円減少し、2,084億4千7百万円となりました。 

  

（キャッシュ・フローの状況） 

当第１四半期連結会計期間におきましては、営業活動から99億6千6百万円の現金及び現金同等物（以下「資

金」）が得られました。一方、投資活動に40億4千2百万円の資金を支出し、財務活動から1億4千5百万円の資金を得

た結果、当第１四半期連結会計期間末の資金残高は514億3千8百万円と、前期末に比べ24億6百万円の増加となりま

した。  

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は、次の通りです。 

  

１）営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益は125億9千7百万円で、減価償却費53億1千3百万円など、非資金損益の調整の他、売

上債権の減少47億7千8百万円やたな卸資産の増加37億2千8百万円、未払費用の減少37億3千6百万円などによる資金

増減があり、法人税等の支払30億8千3百万円などを差し引いた結果、99億6千6百万円の資金の増加となりました。

  

２）投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出37億5千1百万円、無形固定資産の取得による支出7億4千9百万円、事業譲渡に

よる収入3億4千2百万円などにより、40億4千2百万円の資金の減少となりました。 

  

３）財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の増加27億3千5百万円、長期借入れによる収入2億5千万円、配当金の支払26億8千7百万円などに

より、1億4千5百万円の資金の増加となりました。 

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年３月期の通期連結業績予想は、平成22年５月25日に公表した内容から変更ありません。 

 また、連結業績見通しの前提となる想定為替レートについても、1米ドル＝90.00円 1ユーロ＝115.00円と前回予

想から変更ありません。 

(単位：億円) 

※上記表内の平成23年３月期の為替レートは、年間の平均レートです。 

 事業セグメント別、所在地別の詳細につきましては、「決算短信参考資料」内「３-２．事業セグメント別売上

高」「３-３．事業セグメント別営業利益」「３-４．所在地別売上高」をご参照ください。 

  平成23年３月期 平成22年３月期 増減率 

  予想 (A) 実績 (B)   (A/B - 1) 

売上高  4,880  4,463 ％ 9.4

営業利益  275  266 ％ 3.2

経常利益  275  297 ％ △7.3

当期純利益  185  196 ％ △5.8

為替レート（円）       

米ドル  90.41  93.04 - 

ユーロ  115.17  130.62 - 



（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

１．簡便な会計処理 

・固定資産の減価償却費の算定方法 

減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分する方法により算定しております。 

・法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況について、前連結会

計年度末以降に著しい変化がないと認められる場合、前連結会計年度末の検討において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングを利用する方法により算定しております。 

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

・税金費用の計算 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

   １．「持分法に関する会計基準」の適用   

     当第１四半期連結会計期間から平成20年３月10日公表の「持分法に関する会計基準」 (企業会計基準委員会

    企業会計基準第16号) 及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」 (企業会計基準委員会  

    実務対応報告第24号) を適用しております。 

     これに伴い、同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、投資会社 (その子会社を含む) 及び持分 

    法を適用する被投資会社が採用する会計処理の原則及び手続は、原則として統一する方法 (統一しないことに 

    合理的な場合がある場合は除く) に変更しております。 

     これによる当第１四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であり 

    ます。   

  

    ２．「資産除去債務に関する会計基準」等の適用  

      当第１四半期連結会計期間から平成20年３月31日公表の「資産除去債務に関する会計基準」 (企業会計基準 

     委員会 企業会計基準第18号) 及び「資産除去債務に関する会計基準の適用方針」 (企業会計基準委員会 企 

     業会計基準適用方針第21号) を適用しております。 

      この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は31百万

円減少し、税金等調整前四半期純利益は565百万円減少しております。      

  

    ３．企業結合に関する会計基準等の適用  

      当第１四半期連結会計期間から平成20年12月26日改正の「企業結合に関する会計基準」 (企業会計基準委員 

     会 企業会計基準第21号) 、「事業分離等に関する会計基準」 (企業会計基準委員会 企業会計基準第７ 

     号) 、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」 (企業会計基準委員会 企業会計基準

     適用指針第10号) 及び「持分法に関する会計基準」 (企業会計基準委員会 企業会計基準第16号) 並びに同日 

     公表された「連結財務諸表に関する会計基準」 (企業会計基準委員会 企業会計基準第22号) 、「『研究開発 

     費等に係る会計基準』の一部改正」 (企業会計基準委員会 企業会計基準第23号) を適用しております。  

  

２．その他の情報

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実

効税率を乗じて計算しております。 



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 51,820 49,829

受取手形及び売掛金 62,383 71,655

有価証券 772 729

たな卸資産 ※  64,250 ※  64,739

その他 26,204 25,850

貸倒引当金 △2,264 △2,727

流動資産合計 203,166 210,077

固定資産   

有形固定資産 70,516 72,548

無形固定資産 23,445 24,167

投資その他の資産   

投資有価証券 26,783 28,824

その他 39,947 44,450

貸倒引当金 △10,154 △14,078

投資その他の資産合計 56,576 59,196

固定資産合計 150,537 155,912

資産合計 353,704 365,990

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 35,062 33,713

短期借入金 9,053 6,336

1年内返済予定の長期借入金 5,026 5,028

未払法人税等 5,433 4,378

賞与引当金 3,444 7,049

製品保証引当金 5,979 7,215

著作権費用引当金 819 949

資産除去債務 14 －

その他 41,440 48,002

流動負債合計 106,273 112,674

固定負債   

社債 15,500 15,500

長期借入金 321 78

退職給付引当金 6,778 7,032

資産除去債務 992 －

その他 15,391 17,174

固定負債合計 38,984 39,785

負債合計 145,257 152,459



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,209 19,209

資本剰余金 16,148 16,148

利益剰余金 217,729 211,646

自己株式 △11,705 △11,702

株主資本合計 241,383 235,303

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,364 3,097

繰延ヘッジ損益 1,751 1,100

為替換算調整勘定 △37,164 △27,280

評価・換算差額等合計 △34,048 △23,081

新株予約権 284 287

少数株主持分 828 1,022

純資産合計 208,447 213,531

負債純資産合計 353,704 365,990



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 97,816 123,244

売上原価 53,532 69,190

売上総利益 44,284 54,054

販売費及び一般管理費 37,921 40,771

営業利益 6,362 13,283

営業外収益   

受取利息 160 246

受取配当金 199 262

為替差益 2,181 93

持分法による投資利益 － 123

その他 114 282

営業外収益合計 2,655 1,008

営業外費用   

支払利息 141 228

売上割引 545 493

持分法による投資損失 49 －

デリバティブ評価損 45 44

その他 118 298

営業外費用合計 900 1,064

経常利益 8,118 13,226

特別利益   

固定資産売却益 48 245

貸倒引当金戻入額 30 193

その他 12 166

特別利益合計 90 605

特別損失   

固定資産売却損 41 14

固定資産除却損 110 86

投資有価証券評価損 2 2

関係会社株式評価損 36 －

貸倒引当金繰入額 － 280

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 533

その他 21 316

特別損失合計 213 1,234

税金等調整前四半期純利益 7,995 12,597

法人税等 4,649 4,049

少数株主損益調整前四半期純利益 － 8,548

少数株主損失（△） △52 △192

四半期純利益 3,398 8,741



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 7,995 12,597

減価償却費 4,787 5,313

のれん償却額 86 453

貸倒引当金の増減額（△は減少） 133 518

退職給付引当金の増減額（△は減少） 137 243

製品保証引当金の増減額（△は減少） 502 △726

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 533

受取利息及び受取配当金 △359 △508

支払利息 141 228

為替差損益（△は益） △703 864

デリバティブ評価損益（△は益） 45 44

持分法による投資損益（△は益） 49 △123

固定資産除売却損益（△は益） 103 △145

投資有価証券評価損益（△は益） 2 －

関係会社株式評価損 36 2

売上債権の増減額（△は増加） 7,839 4,778

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,987 △3,728

仕入債務の増減額（△は減少） △863 742

未払費用の増減額（△は減少） △7,425 △3,736

その他 △3,188 △4,681

小計 15,307 12,671

利息及び配当金の受取額 396 544

利息の支払額 △78 △164

法人税等の支払額 △1,394 △3,083

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,231 9,966

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,865 △3,751

有形固定資産の売却による収入 213 406

無形固定資産の取得による支出 △1,788 △749

無形固定資産の売却による収入 14 31

投資有価証券の取得による支出 △0 △91

関係会社株式の取得による支出 △197 △87

事業譲渡による収入 － 342

出資金の払込による支出 △26 －

関係会社出資金の払込による支出 － △344

長期貸付金の回収による収入 0 －

その他 67 201

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,581 △4,042



（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,110 2,735

長期借入れによる収入 － 250

長期借入金の返済による支出 △32 △8

自己株式の純増減額（△は増加） △1 △3

配当金の支払額 △3,225 △2,687

その他 4 △140

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,364 145

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,755 △3,662

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,041 2,406

現金及び現金同等物の期首残高 46,127 49,031

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 6 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  54,175 ※  51,438



  該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

製品の種類・性質等の類似性及び当グループの損益集計区分を考慮して決定しております。 

２ 各事業区分に属する主要製品 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度及び当グループの管理区分を考慮して決定しております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

（米州）   米国、カナダ 

（欧州）   イギリス、ドイツ、フランス 

（アジア他） 中国、オーストラリア、シンガポール 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報等

  

プリンティ
ング・アン
ド・ソリュ
ーションズ 
（百万円） 

パーソナ
ル・アン

ド・ホーム
（百万円） 

マシナリ
ー・アン

ド・ソリュ
ーション 

（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去 
又は全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高                                      

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 79,280  5,477  4,802  8,256  97,816  －  97,816

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  1,879  1,879  (1,879)  －

計  79,280  5,477  4,802  10,135  99,695  (1,879)  97,816

営業費用  72,049  5,622  5,721  9,939  93,332  (1,879)  91,453

営業利益（△は営業損失）  7,231  △145  △918  195  6,362  －  6,362

事業区分 主要製品 

プリンティング・アンド・ソリューションズ 
プリンター、複合機、ファクス 

電子文具、タイプライター 

パーソナル・アンド・ホーム 家庭用ミシン 

マシナリー・アンド・ソリューション 工業用ミシン、工作機械 

その他 
通信カラオケ、携帯電話向けコンテンツ 

上記以外の製品の販売及び不動産の販売・賃貸 

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア他
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                          

(1）外部顧客に対する

売上高 
 20,018  31,888  33,607  12,301  97,816  －  97,816

(2）セグメント間の内部

売上高 
 44,710  331  633  30,349  76,024  (76,024)  －

計  64,728  32,219  34,241  42,651  173,841  (76,024)  97,816

営業費用  63,284  31,595  31,187  41,694  167,762  (76,308)  91,453

営業利益  1,444  624  3,053  956  6,079  283  6,362



〔海外売上高〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度及び当グループの管理区分を考慮して決定しております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

（米州）   米国、カナダ 

（欧州）   イギリス、ドイツ、フランス 

（アジア他） 中国、オーストラリア、シンガポール 

  

〔セグメント情報〕 

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 
  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は報告セグメントを事業別とし、「プリンティング・アンド・ソリューションズ事業」、「パーソナ

ル・アンド・ホーム事業」、「マシナリー・アンド・ソリューション事業」、「ネットワーク・アンド・コン

テンツ事業」の４つにおいて、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し事業活

動を展開しております。 

 「プリンティング・アンド・ソリューションズ事業」は、プリンターや複合機といった通信・プリンティン

グ機器及び電子文具等の製造・販売を行っております。「パーソナル・アンド・ホーム事業」は、家庭用ミシ

ン等の製造・販売を行っております。「マシナリー・アンド・ソリューション事業」は、工業用ミシン及び工

作機械等の製造・販売を行っております。「ネットワーク・アンド・コンテンツ事業」は、業務用カラオケ機

器の製造・販売・サービスの提供及びコンテンツ配信サービス等を行っております。 
  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
   
当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（単位：百万円）

 （注）１ その他には不動産事業等を含んでおります。 

２ 調整額の△1,425百万円はセグメント間取引消去であります。 

  

  米州 欧州 アジア他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  31,866  33,850  14,454  80,171

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  97,816

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 32.6  34.6  14.8  82.0

  

プリンティ
ング・アン
ド・ソリュ
ーションズ 

パーソナ
ル・アン
ド・ホーム 

マシナリ
ー・アン
ド・ソリュ
ーション 

ネットワー
ク・アン
ド・コンテ
ンツ 

その他
（注）１ 合計  調整額 

（注）２ 

四半期連結
損益計算書 
計上額  

売上高                                           

  外部顧客への売上高  84,854  6,513  15,649 13,325  2,900  123,244 －  123,244

  セグメント間の内部

売上又は振替高 
－ － － － 1,425  1,425  △1,425 －

計  84,854  6,513  15,649  13,325  4,326  124,670  △1,425  123,244

セグメント利益又は損

失（△） 

(営業利益又は損失

（△）） 

 11,600  455    1,662  △678  242  13,283 －  13,283



 該当事項はありません。  

  

  

   

  

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）四半期連結貸借対照表関係

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※ たな卸資産の内訳は次の通りであります。 ※ たな卸資産の内訳は次の通りであります。 

商品及び製品  44,885百万円 

仕掛品  7,534   

原材料及び貯蔵品  11,830   

合計  64,250   

  

商品及び製品  46,327百万円 

仕掛品  6,223   

原材料及び貯蔵品  12,189   

合計  64,739   

（８）四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在）

  

現金及び預金勘定 52,182 百万円

譲渡性預金 2,500  

ＭＭＦ 117  

フリー・ファイナンシャル・ファンド 104  

投資信託 168   

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △898  

現金及び現金同等物 54,175  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 51,820 百万円

投資信託 472   

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △854  

現金及び現金同等物 51,438  
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